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我孫子市税条例の一部を改正する条例に関する資料（令和５年３月３１日専決処分） 

番号 条番号 該当項目・改正内容 施行期日 

１ 第４６条 

給与所得に係る特別徴収税額の納入の義務等 

① 特別徴収税額の納入書の様式が新たに追加されたことに伴い規定を整備するもの。 

② 文言を整備するもの 

令和５年４月１日 

２ 第４８条 
法人の市民税の申告納付 

 法人市民税の納付書の様式が新たに追加されたことに伴い規定を整備するもの。 
令和５年４月１日 

３ 第５０条 

法人市民税に係る不足税額の納付の手続き 

① 法人市民税の納付書の様式が新たに追加されたことに伴い規定を整備するもの。 

② 文言を整備するもの。 

令和５年４月１日 

４ 第９５条の４ 
たばこ税の申告納付の手続 

 たばこ税の納付書の様式が新たに追加されたことに伴い規定を整備するもの。 令和５年４月１日 

５ 第９５条の７ 
たばこ税に係る不足税額等の納付手続 

 たばこ税の納付書の様式が新たに追加されたことに伴い規定を整備するもの。 令和５年４月１日 

６ 附則第５条 

肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税の特例 

 肉用牛を売却した時の個人住民税の免除制度について３年延長するもの。 

 【現 行】 昭和５７年度から令和６年度まで 

 【変更後】 昭和５７年度から令和９年度まで 

 【制度の概要】 

  肉用牛生産農家が一定の市場で肉用牛を売却した時に発行された売却証明書を税務申告時に 

提出することにより、１頭当たり１００万円（交雑種８０万円、乳用種５０万円）未満であれ 

ば年間の売却頭数が１，５００頭まで住民税が免除される制度。 

※市内に該当する農家はなし。   

令和５年４月１日 

７ 附則第７条 

読替規定 

 地方税法附則第６４条が削られたことに伴い規定を整備するもの。 

 

 

 

 

令和５年４月１日 
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番号 条番号 該当項目・改正内容 施行期日 

８ 附則第７条の２ 

法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合 

① 地方税法附則第１５条の改正に伴い項番号に変更が生じたため、条例附則に規定する項番号

もそれに合わせて整備するもの。（第３項から第１９項） 

② 地方税法附則第６４条が削られたことに伴い規定を削除するもの。（旧第２１項） 

③ 長寿命化に資する大規模修繕工事を行ったマンションにかかる固定資産税額の減額措置が

地方税法で定められたことに伴い、その税額の減額割合を条例で定めるもの。（新第２１項） 

【制度の概要】 

  改正マンション管理適正化法に基づく管理認定計画マンション等で、一定の要件を満たすマ 

ンションについて、長寿命化に資する一定の大規模修繕工事を令和５年４月１日から令和７年 

３月３１日までに間に実施した場合に、当該大規模修繕工事が完了した翌年度分の建物に係る 

固定資産税額を減額するもの。 

【減額の割合】 

１/３を参酌して１/６以上１/２以下の範囲内で市町村の条例で定める割合とし、我孫子市は 

参酌基準の１/３とする。 

令和５年４月１日 

９ 附則第７条の３ 

新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする者がすべき申告 

① 上記の附則第７条の２③の「長寿命化に資する大規模修繕工事を行ったマンションに係る固

定資産税の減額措置」を受けるための申請等について新たに規定するもの。（新第１２項） 

② 条例附則の項番追加により整備するもの。 

③ 地方税法施行規則附則第７条の改正に伴い項番に変更が生じたため、条例附則の規定もそれ

に合わせて整備するもの。（新第１３項） 

令和５年４月１日 

１０ 

改正前 

附則第１２条の３

【削除】 

軽自動車税の環境性能割の非課税 

 令和元年１０月１日から令和３年１２月３１日までの間に行われた環境性能割の臨時的軽減措

置の終了に伴い規定を削るもの。 

 ※本則１％を非課税とする規定を削るもの。 

令和５年４月１日 

１１ 

 

改正後 

附則第１２条の３ 

軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例 

 上記の附則第１２条の３の規定を削ったことにより、旧附則第１２条の３の２の条番号を新附 

則第１２条の３に変更するもの。 

 

 

令和５年４月１日 
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番号 条番号 該当項目・改正内容 施行期日 

１２ 

改正前 

附則第１２条の７

【削除】 

軽自動車税の環境性能割の特例 

令和元年１０月１日から令和３年１２月３１日までの間に行われた環境性能割の臨時的軽減措

置の終了に伴い規定を削るもの。 

※本則２％を１％とする規定（旧第３項）を削るもの。 

令和５年４月１日 

１３ 附則第１３条 

軽自動車税の種別割の特例 

 現在も行われている種別割のグリーン化特例（軽課制度）と初回新規登録から一定年数を経過し

た車の税率を重くする制度（重課制度）について適用期限を３年延長するもの。 

 また、これまでの税制改正において軽課の適用対象は電気自動車等に限定していくこととされ

てきたことを踏まえ、ガソリン車における軽課対象を営業用乗用車に限定し、不要となった規定

について削り、文言、項番を整備するもの。 

【現 行】令和２年４月１日から令和５年３月３１日までに初回新規登録を受けた軽自動車 

【変更後】令和４年４月１日から令和８年３月３１日までに初回新規登録を受けた軽自動車 

令和５年４月１日 

１４ 附則第１３条の２ 
軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例 

 上記の附則第１３条の規定の整備に伴い文言を整備するもの。 
令和５年４月１日 

１５ 附則第１４条の２ 

優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得に係る市民税の課税の特例 

 良好な環境を備えた住宅・宅地開発等の事業を促進するため、当該事業のために土地等を譲渡し

た場合の長期譲渡所得の特例措置を３年間延長するもの。 

【現 行】昭和６３年度から令和５年度まで 

【変更後】昭和６３年度から令和８年度まで 

【制度の概要】 

良好な環境を備えた住宅・宅地開発等の一定の事業のために土地を譲渡した場合に、長期譲渡 

所得（2,000万円以下の部分）に係る個人住民税の税率を軽減するもの。 

（本則税率：５％ 特例措置適用後税率：４％） 

令和５年４月１日 


